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【本論文の目的】
我が国は、貿易大国と言われて久しいが、1億 3千万人の人口を有
し、平均賃金が世界一の我が国においては実はマーケットの殆どは国
内市場で賄われている。GDPに対する輸出の割合は、16.2％ と先進
国の中では低く、その多くは自動車が担ってきた 。自動車に関して
は、その動力源が内燃機関からハイブリッドや電気に移行する中で日
本が持っていた優位性が低下しつつあり、多くの先進国、及び新興国
の多くのメーカーによる競争の行方が混沌としている。今後、自動車
による貿易額の獲得は低下する可能性がきわめて高い。それでは、そ
の代替として、自動車の次に GDP を稼ぎ出す産業は何かと問えば、
日本国全体として明確になっていない。
そのような中で、今後に我が国の GDPに、特に輸出額として貢献
すると期待されている分野が、各国のインフラ事業、大型プロジェク
トである。日本の状況は、技術的には非常に優れ、国内でのオペレー
ティングノウハウも優れているものの、コストパフォーマンスや現地
でのオペレーションなど、発注者側が期待するメリットを十分に提供
し切れていないといった多くの課題を抱えている。本論文では、その
ような日本の状況を踏まえ、我が国がどのような競争戦略をもって市
場で勝利していくことができるのかを検討したい。
【本論文の構成】
第 1章では、世界における競争環境の変化を述べ、本研究の背景と
目的を述べる。
第 2章では、国の将来的な GDPの稼ぎ頭となるべき、そして官民
一体となった受注活動を必要とする大型案件を抽出する。全世界的に
比較的寡占化が進んでいるものを検討の対象とし、具体的には、水プ
ラント、航空機、高速鉄道、原子力の 4分野を選定する。これらは国
民の生活に密着し、生命・生活の根幹をなす分野か、安全保障と密接
に絡み合い国の存在にすら関係してくる非常に重要な技術分野であ
る事が共通している。本章における検討の結果、原子力発電所と高速
鉄道が抽出された。
第 3章では、原子力発電所に関する技術比較と市場性を競合する他
国と比較検討する。具体的には、GE、日立、東芝が開発した ABWR
（Advanced Boiled Water Reactor：改良型沸騰水型原子力炉）、三
菱が開発した APWR（Advanced Pressurized Water Reactor：改良
型加圧水型原子力炉）、ウェスチングハウス社が有する最新鋭のPWR
である AP1000、フランスのアレバ社によって積極的に売り込みがな
されている EPR（European Pressurized Water Reactor：欧州型加
圧水炉）、韓国型次世代炉である APR1400（Advanced Power Reactor
1400）、ロシア型加圧水型原子炉である VVER1000 を比較する。ま
た、日本企業におけるコンポーネントの輸出実績も併せて検討する。
その結果、各国が商談に用いている原子炉は何れも世界の標準的な安
全性能、運転性能を有しており、耐震性が実証された ABWR 以外、
大差がない事、そして、日本企業は、原子炉をシステムとして輸出し
た事はないものの原子炉のコンポーネントを大量に輸出しており、各
部品の性能は高いが、システムとしてまとめて輸出する力がない、と
いう日本の現状を如実に表している事を指摘する。
第 4章では、原子力発電所及び高速鉄道案件の事例研究を行う。原
子力発電所の案件としては、2009年 12月 27日に韓国勢が落札した
UAE案件、2009年 12月 15日に建設協力に関する枠組合意書にロ
シアが署名したベトナム 1号案件、2010年 10月 31日の日越首脳会
談で、日本をパートナーとすることが合意されたベトナム 2号案件、
1996年に GE・日立・東芝の 3社が落札し ABWRを輸出する事とな
ったが台湾政局で大幅に遅延している台湾龍門案件を検討する。また、
高速鉄道案件として、発注者側が過大な要求を行った結果、応札者が
1者しか現れず、2010年 11月 29日に予定していた入札を 2011年 4
月 11日に延期せざるを得なくなったブラジルの高速鉄道案件を検討
する。本章では、各案件の経緯を詳細に分析する事により、インフラ
事業の落札者決定に至る要素の抽出をする。
第 5章では、日本国の競争戦略を検討する。受注活動の体制整備、
リスク低減、政府の役割などについて論ずる。
第 6章では、これまでの検討を基に、国家の競争優位を構築するた
めに日本が何をなすべきか、提言を行う。
【本論文の結果】
インフラ関連システムの輸出の分野では、現在から将来にわたって
日本が他国に競争優位性を持つ可能性が特に高いと考えられる分野
は、原子力プラントと高速鉄道の輸出であることが明らかとなった。
他の分野は、他国と同等の競争力か、もしくは過当競争に入っていて
魅力が低い。
そして、原子力プラントと高速鉄道の輸出において競争優位性を確
立するために特になすべき事は、以下の 5点である。これらで得られ
た経験は、必ず他の分野にも波及するだろう。第 1には、日本が持つ
優位な要素として、各個別製品の優秀さである。個別製品の優秀さは、
競争優位の前提であるから、今後も世界トップの製品を供給するため
に継続した開発が必ず必要である。第 2には、日本として、一体とな
ったコンサルタント組織を構築する事、それとは別に各メーカー、オ
ペレーターの提案を集約する組織を構築する事の２つが必要である。
コンサルタント組織は、日本への利益誘導第一ではなく、中立の立場
で発注者の真の利益になるコンサルティングを行う事が重要である。
第 3には、それぞれの製品分野における世界規格に、日本が用いてい
る規格を織り込む事である。既に枠組みが出来ている規格制度につい
ては、今後の規格改定に向けて積極的に関係会議において取り組む必
要がある。第 4には、日本の産業界は、産業界の問題を理解した議員
をもっと出し、適正な政策が形成されるよう自らの代弁者を作る事が
必要性である。第 5には、今後受注活動を行うにあたって、その根底
にある「先方の国のため、全世界のためになる事をする」という精神
を失わない事が極めて重要である。短期的な自社の利益ではない、長
期的な発注者と受注者の共通の利益を求める事が、結果的には事業の
成果に繋がる。
原子力発電所や高速鉄道などは、単なる性能や価格だけでは決まら
ない事が過去の事例からも明らかとなっている。関係者の信頼関係や、
政府間の保証など、先方からの信頼によって構築される要素が大きい。
日本は信頼出来る、という事が受注活動の背景に常にあるように、相
手国の真の発展を目指した受注活動、システム、製品の提供が必要で
ある。
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